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評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 

国名：バングラデシュ人民共和国 案件名：母性保護サービス強化プロジェクト（フェーズ2）

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第四課 協力金額（評価時点）：1.9億円 

（R/D）： 先 方 関 係 機 関 ： 保 健 家 族 福 祉 省 保 健 サ ー ビ ス 局

（MoHFW-DGHS）、同省家族計画局（MoHFW-DGFP） 

日本側協力機関：国内支援委員会を組織  
協力期間 

2011年7月1日から5年間 

他の関連協力：円借款「母子保健改善事業（保健・人口・

栄養セクター開発プログラム）（フェーズ1）（50.4億円）」、

青年海外協力隊（看護師、村落開発普及員、プログラム

オフィサー）、日本‐UNICEF EMBRACE Partnership 
１－１ 協力の背景と概要 

バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ）と記す）における「母性保護サービス

強化プロジェクトフェーズ2」（本プロジェクト）は、2006年7月から5カ年間、JICAがバングラ

デシュ保健家族福祉省及びノルシンディ県保健サービス局・家族計画局とともに実施した「母

性保護サービス強化プロジェクト」の成果を踏まえ、2011年7月から5年間の予定で実施されて

いる。本プロジェクトは、①妊産婦・新生児保健に携わる政府、開発パートナー、NGO等の関

係者間の国レベルにおける調整機能〔母子・新生児保健（Maternal, Neonatal, and Child Health：
MNCH）フォーラム等〕の強化、②コミュニティ活動の活性化を中心として行政や病院を巻き

込んだ活動を行ってきたフェーズ１の協力地域であるノルシンディ県、郡病院が中心となって

行政とコミュニティを巻き込んだ活動を展開してきたジョソール県（チョウガチャ郡）の施設・

人材・技術・知見を活用した、フェーズ１及び本プロジェクトから導き出された優良事例の全

国への発信、③MNCHミニマムパッケージと母子・新生児健康改善のために効果的で普及しや

すい介入方法（アプローチ）の精緻化の3つの成果を通じ、MNCH改善に効果的なアプローチを

バングラデシュの保健・人口・栄養セクター開発プログラム（Health, Population and Nutrition 
Sector Development Program：HPNSDP）の活動計画等の内容に反映させ、妊産褥婦・新生児保健

（Maternal and Neonatal Health：MNH）サービスの利用と質を向上するためのアプローチを全国

へ拡大し、バングラデシュの母子の健康改善に寄与することを目的としている。 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
バングラデシュにおける妊産褥婦と新生児の健康状態が向上する。 

（2）プロジェクト目標 
妊産褥婦・新生児保健サービスの利用と質を向上するためのアプローチが、HPNSDPに整

合する形で、バングラデシュ全体に拡大する。 
（3）成果 

成果1：国レベルにおいて、関連のステークホルダーが実施する妊産褥婦・新生児保健活

動の調整機能（MNCHフォーラムなどにおける）が強化される。 
成果2：フェーズ１の結果も含めたプロジェクトからの母子・新生児保健改善の優良事例

について、実施プロセス及び教訓が全国に発信される。 
成果3：シャトキラ県やホビゴンジ県において、郡保健システム（Upazila Health System：

UHS）に統合されるMNCHミニマムパッケージとアプローチの県以下での実施メ

カニズム/仕組みが確認される。 
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（4）投入（評価時点） 
日本側：総投入額   1.9億円 

長期専門家派遣：2名（45.4人/月） 機材供与     ：175万円 
短期専門家派遣：2名（1.1人/月）1 ローカルコスト負担：9,247万円 
研修員受入  ：0名2 その他（本邦から出張経費等）：805万円 

相手国側： 
カウンターパート配置：82名（保健家族福祉省、県・郡保健局、病院） 
土地・施設提供：ダッカ事務所・光熱費 

２. 評価調査団の概要 

調査者 日本側調査団 
担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 石井 羊次郎 JICA人間開発部 課題アドバイザー 
地方行政 佐藤 寛 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 
母子保健 明石 秀親 国立国際医療研究センター 国際医療協力部 
評価分析 小川 陽子 グローバルリンクマネージメント株式会社 

シニアスペシャリスト 
協力企画 小林 佳愛 JICA財務部 財務第二課 
評価企画 平岡 久和 JICA人間開発部 保健第四課 

 
バングラデシュ側調査団 

氏 名 所 属 
Mr. Mahbubur Rahman Deputy Secretary, Economic Relations Division（ERD） , 

Ministry of Finance 
Mr. Md. Mustafizur Rahman Asst. Chief, Health-3 Section, Planning Wing, Ministry of 

Health and Family Welfare（MoHFW） 
Dr. Faruk Ahmed Bhuiyan Assistant Director, Planning Unit, Directorate General of 

Health Services（DGHS）, MoHFW 
Ms. Rina Parveen, Director Planning, Directorate General of Family Planning（DGFP）, 

MoHFW 
Mr. Mizanur Rahman Deputy Program Manager, Local Level Planning Cell, DGFP, 

MoHFW 
   

調査期間  2013年6月29日〜7月19日 評価種類：中間レビュー 

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果1の達成度合い 

本成果を達成するために、本プロジェクト（Safe Motherhood Promotion Project Phase 2：
SMPP-2）はさまざまな角度から活動を試みてきたが、現状を踏まえると母子・新生児保健

（MNH）関連の活動の調整がSMPP-2のPDM（プロジェクト開始時に策定）で想定された形

                                                        
1 この他には、日本外（ケニア、タンザニア、マレーシア）から専門家4名（計0.7人/月）が派遣された。経費はローカルコス

ト（在外事業強化費）を用いている。 
2 本邦受入はないが、スリランカへの病院における総合品質管理（TQM）（2回）及びケニアへのコミュニティ保健（1回）に関

する在外研修が計3回、35名（長期専門家・プロジェクト現地スタッフを含む）が参加した。 
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で実現される見込みは低い。 
本プロジェクトは当初は先行の保健セクタープログラム（Health Nutrition and Population 

Sector Program：HNPSP）下で機能していた調整フォーラム（MNCH/FPフォーラム）におい

てさまざまな関係者の教訓が共有され、ひいてはMNCHミニマムパッケージに係る議論が

なされることを想定していた。しかしながら、現在のセクタープログラムであるHPNSDP
の下では、このような広範な関係者が集う調整のプラットフォームは組織されていない。

中間レビューの時点でプロジェクトを取り囲む状況に変化があったことを踏まえ、成果1の
記述を現状に即して変更する必要性が出てきていると考えられ、その場合には、HPNSDP
やその活動計画であるOP（Operational Plan）の管理と実施メカニズムの現状を十分考慮す

る必要がある。 
 
（2）成果2の達成度合い  

いくつかの優良事例は全国展開に向けて前進している。SMPP-2が全国発信をめざす母

子・新生児保健の優良事例について、現時点における達成状況を以下の表にまとめた。 
 

表 試行された優良事例/アプローチの現状 

優良事例/ 
アプローチ 対象地域 2013年6月現在の状況 

CmSS優良事例 ノルシンディ県 RCHCIBの戦略の一部として全国展開中。SMPP-2は
全国展開時の技術的サポートを提供。 

TQM ノルシンディ県病

院・母子福祉センタ

ー（MCWC）、チョ

ウガチャ郡病院 

効果的な介入であるとDGHSに同定され、全国展開

に向けてパイロットベースで17病院に展開中。

SMPP-2は展開時の技術的サポートを提供。 

民間コミュニティ熟練

出産介助者（P-CSBA）

ノルシンディ県 政策・ガイドライン策定レベルの協議待ち。 
・ 2011年12月に試行介入は終了 
・ 2012年7月に経験・教訓をMoHFW、DGHS、DGFP

及び関係者に報告共有済み 
産後ケア ノルシンディ県 結果はSMPP-2内でCG/CSG活動の実施内容を策定す

るために活用されている。 
・ 2010年11月～2011年11月に試行介入を実施 
・ エンドライン調査は2011年12月に実施済み 

郡保健システム強化

（Upazila Action Plan）

チョウガチャ郡 教訓の抽出と伝達を14のLLP試行郡に実施。 
・ 2012年5月から開始 
・ 病院サービス改善と併せてモデルとする案有り

水平学習プログラム

（HLP） 
ノルシンディ県、ジ

ョソール県、シャト

キラ県 

教訓を抽出するために試行介入を実施中。 
・ 2012年5月より活動実施 

出所：中間レビューチーム収集情報（2013年7月） 

 
SMPPフェーズ１にて実施されたCmSS（Community Support System）と呼ばれていたアプ

ローチは、コミュニティクリニックの再活性化を支える住民の組織であるコミュニティグ

ループ（CG）/コミュニティサポートグループ（CSG）という形で政府の事業に統合され、

政府予算と開発パートナー（円借款・SMPP-2含む）による予算で全国に展開されている。

この「バングラデシュコミュニティヘルスケア再活性化イニシアティブ：RCHCIB」による

CG/CSG研修はカスケード形式で実施され、現在までに59名のCG/CSG研修 マスタートレー

ナー、現存するコミュニティクリニック全12,248に設置されたCG（目標値の100％）、19,488
のCSG（目標値の約48％）が研修を終えている。RCHCIBの全国展開の過程においてSMPP-2
が果たしている役割は、組織化されたCG及びCSGが意図された機能を果たすための技術的
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な監修であるといえるが、全国というスケールで展開されたが故に、これには技術的課題

が伴うことが確認されている。 
もう1つのアプローチである病院サービスの5S-Kaizen/CQI3-TQM4についても、DGHSが病

院サービス管理改善の方法として効果的であると同定し、当初4カ所であったのが17の県病

院及び郡病院、1カ所の母子福祉センターにおいて拡張実施されている。当初予定していた

チョウガチャモデルを学習センターとして活用する案が停滞するなか、この

5S-Kaizen/CQI-TQMアプローチはSMPP-2の主要な活動の1つとなった。ガイドラインとなる

文書 “TQM in Hospital Services” についても、SMPP-2の技術支援を受けたDGHSのカウンタ

ーパートによって草案され、パイロット病院で活用されている。SMPP-2はまた将来的な

TQM分野のリーダー育成をめざし2回のスリランカ研修を通じて31名のカウンターパート

を訓練し、これにより研修受講者が効果的に動機づけされた。一方、5SからKaizenの段階に

移行するまでに（1年以上の）長い時間が必要であることも分かっている。また、中央DGHS
による支援的スーパービジョンやモニタリングの機能強化を試みたが、人的資源の限定及

び主要カウンターパートの異動により思うように成果が上がっていない。 
チョウガチャモデル5については、全国発信に向け、研修のカリキュラムが創案されてい

るものの、リーダー的存在の医師2名が異動してしまい、その1年後になった調査期間現在

も、カリキュラムは利用されていない。 
水平学習プログラム（Horizontal Learning Program）の試行的介入については、シャトキラ

県において注目すべき結果をもたらしている。県内78ユニオンのうち40ユニオンの予算開

示書によれば、ほとんどすべて（39）のユニオン評議会が、安全な母性（妊産婦が病院に

行く際の交通費補助など）もしくはコミュニティクリニックへの支援を含むその他の保健

関連の予算配置をしており、39ユニオンの保健関連予算総額は26万6タカ（約33万2,800円）、

1ユニオン当たり最低1,000～最高 59万9,500タカ（1,280円～76万7,360円）であった。この

予算項目で支出がなされれば、例えばCSG活動の持続性に資する可能性もある。 
上記の実績を踏まえ、成果2に係る今後の課題として、1）CG/CSGの適正な機能とその持

続性を確保するための最適な方法を見出すこと、2）DGHS（TQMユニット）とともにTQM
導入病院の拡張や技術支援を行ううえで必要となる組織的強化の方法を見出すこと、及び

そのなかでSMPP-2の役割・支援範囲を規定すること、3）その他試行介入が進行中のアプロ

ーチ〔TQM、UHS/LLP7、チョウガチャモデル、HLP、モデル手術室、産後家族計画（Post-partum 
Family Planning：PPFP）、遠隔地介入など〕についてプロジェクト期間内に教訓を抽出し、

関係者との協議を実行すること、などが挙げられる。 
 
（3）成果3の達成度合い 

成果3の目的は、MNCHミニマムパッケージとアプローチの県以下での実施メカニズム・

仕組みが確認されることを通じて、他県でも展開可能なバングラデシュモデルの策定に資

することである。これには、ノルシンディ県における実施モデルと比較して、より少ない

リソースで実施可能なモデル（またはMNCHミニマムパッケージ）をシャトキラ県にて開

発する意向が反映されている。中間レビューの時点では、「MNCHミニマムパッケージ」の

                                                        
3 CQI＝継続的品質改善：Continuous Quality Improvement 
4 TQM＝総合的品質管理：Total Quality Management 
5 病院が中心となって行政、コミュニティの活動活性化を行う活動モデル。ジョソール県にあるチョウガチャ郡病院が実施し、

本プロジェクトのフェーズ１がバングラデシュ政府から「ノルシンディモデル」と称されたのと並んで、バングラデシュ政府

から高い評価を得ている。 
6 中央値は35,750タカ（4万5,760円）。交換レートBDT1＝1.280円で計算。 
7 LLP＝Local Level Planning 
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「県以下の実施メカニズム」確認作業というより、ノルシンディ県やチョウガチャ郡にお

ける活動や新たな介入のシャトキラ県への導入などに力点が置かれていた。複数のアプロ

ーチがシャトキラ県で試行的に導入されているなかで、すべての介入要素がまとまった形

で郡保健システム（UHS）への統合に収斂させていくためには、より一層の努力が必要と

される。 
上記の実績を踏まえ、成果3に係る今後の課題として、1）郡保健システム（UHS）の強

化に係るコンセプトや統合されるべき複数の介入・アプローチに関するカウンターパート

との協議を強化すること、2）各アプローチについて、持続性と展開可能性に留意した県以

下の実施メカニズムを創案・実施・記録することなどが挙げられる。 
 
（4）プロジェクト目標の達成見込み 

上記のプロジェクト目標の記述では、「妊産褥婦・新生児保健（MNH）サービスの利用と

質を向上するためのアプローチ」について、「MNCHミニマムパッケージ」のようなある程

度複数の介入が組み合わされたセットとして「拡大」することを想定しているのか、それ

とも個々のアプローチが独立して拡大することをめざしているのかが曖昧であることを指

摘する必要がある。 
したがって、個々のアプローチを「MNHサービスの利用と質を向上するため」の独立し

た手段と解釈するならば、現時点においてSMPP-2はプロジェクト目標の達成に向かって順

調に進んでいると判断することはできる。例えば、SMPP-1の提示したCmSSの流れを汲む

CG/CSGは、政府のOP-Community Based Health Care（CBHC/RCHCIB）の1コンポーネント

として、全国に拡大しつつある。また、 5S-Kaizen/CQI-TQMは、OP-Hospital Services 
Managementの1コンポーネントとして全国展開に向けたパイロット拡大が進められている。

反面、「MNHサービスの利用と質を向上するため」のアプローチを複数のアプローチが組

み合わされた集合的なもの（例えばPDMに提案されている「MNHミニマムパッケージ」や

保健家族福祉省関係者の指摘する「バングラデシュモデル」）としてとらえるならば、今後、

プロジェクトには、そうした集合的なパッケージの定義に向けたより集中的な努力が要求

されよう。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
本プロジェクトは、中間レビュー時点においても、バングラデシュの政策、日本の援助

方針及びターゲットグループのニーズに整合しており、妥当性が高い。 
 
（2）有効性 

プロジェクト目標「MNHサービスの利用と質を向上するためのアプローチ（複数）の拡

大」達成の見込みについて、記述の意味するところが個別のアプローチなのか、パッケー

ジのようなものなのかが明確に規定されていない状況で判断するのは難しい。現時点にお

いて、フェーズ1も含むSMPPの優良事例は抽出され、全国に拡大しつつあるが、それはノ

ルシンディモデルのなかの一部のみが取り出されて拡大している状況といえ、PDMで提示

のある「MNCHミニマムパッケージ」のようなパッケージとして拡大しているわけではな

い。こういった個別のアプローチが拡大するという点では、SMPP-2はプロジェクト目標の

達成に向けてある程度の成功を収めているといえる。一方、本プロジェクトが「MNCHミ

ニマムパッケージ」のようなパッケージ化されたアプローチの発信と展開を志向するので

あれば、今後、SMPP-2は展開可能なパッケージの開発により一層重点を置く必要がある。
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（3）効率性 
概して、本プロジェクトの効率性は十分であるといえる。本プロジェクトでなされた投

入は、おおむね適切でタイミングもよく提供されたと判断されている。投入が成果に変換

された度合いについて、前述のように成果1では限定されていたといえ、成果3に関しては

アプローチを収斂する活動や郡以下の実施メカニズムの創案に対して、今後より投入が必

要となろう。 
効率性を促進した要素として、1）ニーズベースの計画策定導入による効率的な機材調達

や必要訓練の特定、2）日本人専門家や本邦研修の代替としてバングラデシュ国内・近隣諸

国における技術専門家及び研修サイトの活用、3）既にプロジェクト外の資金源から予算配

置のある活動との調整、などが挙げられる。 
他方で、効率性を限定した要因として、1）PDMが解釈の幅をもたせる記述であったため

に、見る人により解釈に違いがでることによって中心からそれたように考えられる活動導

入を許容する結果となったこと、2）立ち上げ当初において円借款資金の拠出が遅延したこ

と、3）訓練を受けた管理レベル及び技術職員レベルの人材の異動があったこと、4）不安

定な政情により複数の活動がキャンセルを余儀なくされたこと、などが挙げられる。 
 
（4）インパクト 

中間レビューの時点において、上位目標の達成見込みを判断するのは時期尚早である。

それは、SMPP-2が妊産婦死亡率及び新生児死亡率削減に貢献するためには、いかに効果的

なアプローチ（個別もしくはパッケージ）が全国に拡大し、拡大した地域においてそのア

プローチによる結果が創出されるかが鍵を握っているためである。 
この点においては、SMPPフェーズ1の優良事例（アプローチ）が抽出され、SMPP-2のプ

ロジェクト対象外の地域において、さまざまなMNCH関係者によってアプローチが適用さ

れて、活動が展開していることを指摘したい。その例の一部として、1）CAREバングラデ

シュがグラクソ・スミスクラインの支援を通じ独自のCmSSプログラムをスノムゴンジ県で

実施していること、2）CAREバングラデシュがスマイリング・サンプロジェクトの下、フ

ランチャイズ形式の民間診療所「スマイリング・サンクリニック」を全国の都市部におい

て導入し、そのクリニック周辺地域にCmSSを形成していること、3）バングラデシュ‐国

連合同イニシアティブでは、10県において、民間コミュニティ熟練助産師を導入している

こと、4）セーブザチルドレンは、民間コミュニティ熟練助産師の訓練を1県で実施してい

ること、5）CIDAは、民間コミュニティ熟練助産師の訓練に対する資金提供を実施してい

ること、がある。 
なお、カウンターパートからの聞き取りによれば、中間レビュー時点でプロジェクトの

介入による顕著な負の影響は観察されていない。 
 
（5）持続性 

本中間レビューにおいて、持続性の見込みを判断するのは時期尚早といえる。ただし、

中間レビューチームは、SMPP-2の現地スタッフ及び専門家が活動の進展に極めて積極的な

役割を果たしている事実に留意し、今後バングラデシュ側に活動を引き渡す準備が必要で

あると認識した。 
上記の点に加えて、持続性を強化もしくは限定する可能性のある要素が以下のとおり観

察された。後者については、きちんとモニタリングし必要に応じて対策を講じることが重

要であろう。持続性を強化しうる要因としては、1）妊産婦死亡削減に向けたあらゆるレベ

ルにおける政治的なコミットメントの強さ、2）プールファンド、世銀の借款資金、

GAVI-HSS、円借款などHPNSDPのOPの実施に対して活用できる資金があること、3）政府

側で予算配置がある活動に対する直接支援を控えるプロジェクトの姿勢、4）CG/CSG訓練
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やTQMなどの個別のアプローチに対するDGHS該当部署のオーナーシップの高さなどがあ

る。また、持続性を限定する可能性のある要素については、1）政権交代によるコミュニテ

ィクリニック及びCG/CSGの存続に係る政策変更の可能性があることや、2）人事異動の際

に十分な引継ぎがなされずリーダーシップの継続や専門性蓄積の障害となっている点が挙

げられる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
優良アプローチの全国展開や拡張に貢献した要因について、1）SMPP-1で得られたCmSS

の経験が、保健セクターにおいて最も優先度の高いプロジェクトのなかにうまく主流化さ

れたこと、2）「水平学習」ともいえる学習方式の適用により、TQM「見習い病院」の管理

者らがスリランカや国内における成功例を訪問し、病院TQMの具体的な側面とその効果が

体感でき、またその体験によって意識が高まり強力なリーダーシップが創出されたことの2
点が指摘できる。 

公的医療施設の利用が促進された要因として考えられるものに、コミュニティと保健医

療施設のリンク創出、つまり、CSGが住民とコミュニティクリニック・郡病院をリファラ

ルでつなぎ、コミュニティ保健ケア提供者（Community Health Care Provider：CHCP）が利

用者と郡病院・県病院をつなぐ役割を果たす、という介入デザインの適性にあったと指摘

できる。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

SMPP-2の成果の発現には、上述の介入デザインの適性に加えて、MoHFW / DGHSの全国

展開に向けた強いリーダーシップ、適切な現職研修や機材供与を通じた母子保健サービス

の改善などが貢献したと考えられる。さらに、コミュニティクリニックを通じた医薬品の

提供や県病院・郡病院における医薬品の在庫改善、HPNSDPのOPを実施する財源（プール

ファンドや円借款含む）の活用などの外部要因にも起因していると考えられる。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
現行PDMの記述が新規活動の拡張を許容する形で設計（記述）されていたことで、SMPP-2

の活動数が徐々に増えていき、なかにはプロジェクトの重点からは多少乖離した活動がい

くつかあった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

一方、アプローチの全国展開や拡張、公的医療施設の利用を阻害した、またはし得る要

因については以下が挙げられる。1）バングラデシュ政府人材の異動（特にリーダー的存在

である人材）、2）入院・外来が多いなか、また自己財源がないなか、病院サービスの質改

善のためのやる気維持の困難さ、3）ポスト空席・異動・欠勤等の理由による緊急産科ケア

サービスのための人材不足、4）コミュニティクリニックの活性化を脅かす政治的な影響 
 
３－５ 結論 

中間レビューチームは、現時点においてプロジェクトの成果2及び3の部分の業績は満足のい

くものと判断した一方、成果1の達成には遅延があることを確認した。評価5項目の観点からは、

特に妥当性、有効性、効率性に重点を置いてみれば、十分であるという結果となった。 
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３－６ 提言 

中間レビューチームは、中間レビューの結果を踏まえて以下の提言を導出した。これらの結

果を踏まえ、提言を受けた関係者はプロジェクト活動の詳細検討、PDM変更の協議などに着手

した。 
（1）SMPP-2はCG/CSG、TQM、HLPなどの試行的介入・アプローチの実施に対して、実質的

な投入を提供してきたといえる。今後は、展開可能性と持続性を意識した県以下のMNHサ

ービス実施メカニズムの開発に尽力することを提案する。 
 
（2）RCHCIBとDGHSに対し、CG/CSGを活発で持続的な組織とするために必要なファシリテ

ーション及びフォローアップのシステムを共同で開発すること提言する。SMPP-2は、

RCHCIBを（技術的に）支援すべきである。 
 
（3）SMPP-2は、チョウガチャ郡病院の経験を他の郡病院の病院サービス管理の改善のために

活用すべきである。 
 
（4）DGHSは、TQMプログラム実施とパイロット病院に対する支援的スーパービジョンを提供

しうる人員配置をTQMユニットに対して早急に行うことが提案される。更にSMPP-2日本側

は、TQMユニットが整備された後に、実質的な協力を再度開始するべきである。その際、

SMPP-2の枠組みにおけるTQM支援のなかで最も重要な点は、パイロット実施を通じて抽出

した教訓をプロジェクト期間内に整理統合することにあることに留意する。 
 
（5）バングラデシュ政府とJICAに対して、SMPP-2で開発されたモデルやアプローチ拡大のた

めに、円借款、JOCVなどのさまざまな協力メカニズムをSMPP-2プロジェクトの枠外で積極

的に活用することをめざし、緊密な対話をもつことを提案する。 
 
（6）既存の制度にのっとってMNCH/FPフォーラムを再活性化する、または、議題が特定され

た会合の機会〔例えばMaternal Health Strategy改訂のためのワーク・グループや年次プログ

ラムレビュー（Annual Program Review：APR）実施のためのMNCHタスクグループなど〕を

活用し、上述の調整を行うこと。SMPP-2はPHC局長兼LD-MNCAH（Maternal, Neonatal, Child 
and Adolescent Health）と協働し、郡保健システム（UHS）に統合される展開可能なMNCH
アプローチの開発・協議のために、関係者の調整を行うことが提言される。 

 
（7）当初のPDMには不明確・不明瞭な表現が含まれており、そのため関係者の間で異なる解

釈が可能であったことを踏まえ、PDMの改訂を提言する。改訂には当初のプロジェクトの

方向性を踏襲しつつ、現時点までの活動や今後の計画を反映させることとする。 
 
３－７ 教訓 

（1）プロジェクトの実施が進むにつれて、プロジェクトの重点や方向性について関係者間で

の理解が十分に共有されるように、PDM等により活動内容や活動対象地域が明確に規定さ

れることが必要である。また、目標達成度を測定するためには、プロジェクト目標でめざ

す内容が明確に規定されていないといけない。 
 
（2）環境や適用条件が大きく異なる日本の優良事例ではなく、国内や他の途上国における優

良事例を活用することは、具体的な次の段階や方向性を理解する際に適していることがあ

り、学習内容の適用効果を高める可能性がある。 
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（3）プロジェクトは日本側により雇用された常勤のバングラデシュ人スタッフが技術専門家

の役割を一部担っていることが1つの特徴である。長所としては、バングラデシュ人スタッ

フが得た経験・技術面での蓄積が、国内に残る可能性が高いことが挙げられる。そのうえ

での懸念としては、彼らの活躍場所がおそらく政府組織外であろうということ、また、経

験・技術が政府側カウンターパートに移転されることをめざす場合、移転後の姿を考慮し

たうえで技術協力を行っていく必要がある。 
 




